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・背景
・農作業機の自動化・知能化
・新たな営農管理システム
・農業データ連携基盤
・これからの課題

スマート農業と環境との
調和をめざして

第16回環境研究シンポジウム



1965 1975 1985 1995 2005 2010 2017
基幹的農業従事
者数(百万人) 

8.44 4.89 3.46 2.56 2.24 2.05 1.51
65歳以上の農業
者の割合（% ）

- - 19.5 39.7 57.4 61.1 66.4
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資料：松本ら（2018）
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背景１．農業者の減少と高齢化

農地は担い手に集中する
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規模と生産費（概念図）

60kg当たり費用合計 技術発展等による新たな費用曲線

現状のコスト限界

コスト限界の拡大

収量向上によるコストダウン

現状のコスト限界 ICT活用や農作業の自
動化によるコストダウン

コスト限界の打破

規模拡大が収益向上に直結していない
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現状のコスト限界

コスト限界の拡大

収量向上によるコストダウン
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コメの
白未熟

背景２．温暖化影響の顕在化
気候変動等の影響により減収や品質低下が発生

高温障害による
品質悪化

気象の年次変動と温暖化

水稲冷害や高温障害病虫害

気象変動の予測や、その影響による障害発生の
予知と対応技術の策定が必要

果物の着色不良

３
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課題解決に向けて

農作業の自動化・知能化、ICTを活用した
データー駆動型の農業の確立
ｰスマート農業の推進ｰ

農業者の減少と高齢化や
経営の大規模化・法人化
への対応

SDGsへの貢献

気候変動に対応した
持続的農業の確立

これらを両立するために

農業・食品分野におけるSociety５.０の実現



①農作業の自動化・知能化 ②新たな営農管理システ
ムの構築

③「農業データ連携基盤」
の構築

超省力水管
理システム

栽培履歴データ収量コンバイン
収量データ

土壌データ

データを統合・分析

水田センサー

水温、水位データ

農業データ連携基盤

データの「連携」、「共有」、「提
供」機能を有するプラットフォーム

圃場単位の収穫情報

リアルタイム
可変追肥

リアルタイム
可変施肥

肥沃度

作土深

乾燥調製施設

スマート田植機

スマート追肥システム

収量コンバイン

センシング機能付き農機

自動走行農機

スマート農業モデルの実現に向けて

農研機構は、研究開発の国家プロジェクトである内閣府ＳＩＰ「次世代
農林水産業創造技術」の中核的研究機関として、ＩＣＴ、ロボット技術
を活用した超省力・高生産のスマート農業モデルの実現を目指している。
【スマート農業モデルの主な内容】

メッシュ気象図

PHYSICAL CYBER ５



ロボットトラクター

自動運転
田植機

成果 内容と効果 実用化時期
ロボットトラクタ
（単体）

遠隔監視で自動作業 H30年度予定

マルチロボットトラ
クタ作業システム

遠隔監視で２台が
自動作業

作業能率160%以上

H30年度
以降早期

自動運転田植機 遠隔監視で自動作業

田植作業をワンマン化

熟練者並の精度

H30年度
以降早期

ロボットコンバイン
（人搭乗型）

遠隔監視で２台が
自動作業

作業能率170％

H30年度
以降早期

準天頂衛星対応
の高精度受信機

基準局不要で性能同等
低コスト化（30万円）

H30年度予定
（H29年度モニ
ター機販売）

ロボットコンバイン

準天頂対応
６

農作業の自動化・知能化
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横芝光サイト（千葉県）における実証研究

計測結果から
独自ルールに
基づき追肥の
施肥量マップ
を作成

大

小

ドローン画像による小麦の
バイオマス量評価

スマート追肥システム

マップベースの可変追肥作業

実散布量マップ

スマート追肥システムへ
圃場管理システムを通じ
て施肥量マップを転送

（4/10観測）

（4/19作業)

農作業の自動化・知能化

施肥の削減や合理化
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新たな営農管理システム ｰ水管理(圃場)ｰ

●品種、移植日、地点の登録で最適水管理を自動的に

成
熟
期

落
水

間
断
灌
漑
開
始

出
穂
期

幼
穂
形
成
期

中
干
し
終
了

中
干
し
開
始

活
着
完
了

移
植
期

●品種に応じた水管理スケジュールを自動作成

●気象データを基にスケジュールを自動調整

●気象予測による高温・低温障害等の被害を

抑制する水管理を自動実行

1kmメッシュで全国をカバー

APIサー
バー

水管理
システム

メッシュ
気象
データ

作物成育
モデル

APIサーバー

気象データから自動で調整

気象変動への対応



圃場内水管理システム

自動給排水システム
ポンプの遠隔・自動制御

SCADAシステム

調圧水槽の水位管理

圃場－広域連携水管理
システム（IDAS)

地区排水の管理制御

支線バルブの管理制御

分水バルブの管理制御

PLC

Wi-SUNを用いた水管理
情報通信システム

給水バルブ間の通信

分散制御装置間の通信

原図：樽屋ら ９

新たな営農管理システムｰ水管理(広域連携)ｰ

節水や節電効果



全国のメッシュ
気象データ

作物生育・
病害虫発生
の予測、気象対応
型栽培技術

栽培管理支援情報
・異常高/低温注意情報
・フェーン被害注意情報
・病害発生危険情報
・害虫飛来予測

行政, 研究機関、
普及機関、JAなど

・白未熟粒発生低減アドバイス
・収穫適期予測
・病害防除適期予測
・生育予測・収穫量予測など

農業データ連携基盤

農家

APIサーバー
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２

２

３

３
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新たな営農管理システム
気象情報と栽培管理支援システム

45”(~1.1 km)

30
”(

~0
.9

 k
m

)

日別気象値のデータセットで、
約1㎞メッシュを単位として
全国を網羅

気象変動への対応



○農業データ連携基盤（WAGRI）を通じて気象や農地、地図情報等のデータ・シス
テムを提供し、民間企業が行うサービスの充実や新たなサービスの創出を促すことで、
農業者等が様々なサービスを選択・活用できるようにする。

農業データ連携基盤

１１



気象データ・生育モデル

適作業時期・
施肥量指示

水管理システムの
自動化・知能化

作業進捗

リモセン等空間的データ

農作業機械の
自動化・知能化

農業データ連携基盤
WAGRI

栽培履歴データ収量コンバイン
収量データ

土壌データ

データを統合・分析
水田センサー 水温、水位データ

農業データ連携基盤

１２

これからの課題

土壌データ

営農・経営管理
システム圃場ごとの

制御水位指示

ｰデータ駆動型スマート農業ｰ



産地A

産地B

a社

b社

c社

d社
・
・

生産情報と受発注・在庫情報に基づく
最適な集荷・発送ルートの選定

消費者行動分析等に基づく
生産・作業計画支援高精度な出荷・需要予測

廃棄ロスのない
計画生産・出荷

消費者・実需者
ニーズにあった生
産計画等を提示

最 適 な 輸
送 手 段 ・
ルート等を
提示

生産から流通、加工、消費までデータの相互活用が可能な
｢スマートフードチェーン｣ を構築

スマートフードチェーンの構築により可能となる取組例

生産 (川上)
（生産・収穫・選別）

流通・加工 (川中)
（集荷・輸送・貯蔵・加工）

販売・消費（川下）

スマートフードチェーンの創出 資料：農林水産省

○農業データ連携基盤を強化（データの充実、対象品目の拡
大）するとともに、流通、食品製造、輸出振興等と連携

○生産から流通、加工、消費までデータの相互利用が可能なス
マートフードチェーンを創出し、農業におけるSociety5.0（超
スマート社会）を実現する。

国連ＷＦＰによる世界全体の食料援
助量の約2倍 環境省・農水省資料

これからの課題：スマートフードチェーン

１３

http://2.bp.blogspot.com/-RA_r9EVIbto/Ur1Hh8V6SRI/AAAAAAAAciE/UFlqD_v-9nM/s800/hatake.png


農研機構発の
質の高い農業
AI研究成果を
創出、タイムリー
に社会実装

農業データ連携基盤農業AI研究

用排水、品種・ゲノム、農機
センシングなどのビッグデータ

生育予測、土壌診断、病害虫検出、
経営診断などのアプリケーションソフト

各センター・部門

他の機関では真似できな
い質・量ともに充実した農
業知識を有する研究者

• 2019年から本格運用開始

AI研究専門家

ビッグデータ
を活用

役立つデータ
を要求

農業情報研究センターにおける農業データ連携基盤と農業AI研究

有効なアプリ
ケーションを
提供

データ連携基盤推進室AI研究推進室

これからの課題：ビッグデータとAI活用

１４



農業・食品産業における「Society５.０」の実現

１５

農研機構の取り組み

・化学合成農薬の削減 ・窒素の系外への排出抑制
・温室効果ガスの削減 ・フードロスの減少

生産性向上と持続型農業確立の両立

作物育種や農機開発とAI、IoTの融合

農業における情報の利活用の推進

SDGsへの貢献
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